
○事業再構築補助金　添付書類確認シート                 ○：必要、△：（）内の記載に当てはまる場合は必要、×：不要

成長枠  グリーン成長枠 産業構造転換枠 最低賃金枠
物価高騰対策・

回復再生応援枠

1 事業計画書 ・事業計画書

2-1 認定経営革新等支援機関による確認書
・認定経営革新等支援機関による確

認書

2-2
金融機関による確認書（補助金額3000万円を超える事業の場

合）
・金融機関による確認書

3 決算書等

・決算書（貸借対照表、損益計算

書、製造原価報告書、販売管理費明

細、個別注記表）

4
経済産業省ミラサポplus「電子申請サポート」により作成し

た事業財務情報
・事業財務情報

5 従業員数を示す書類 ・労働者名簿の写し

6 収益事業を行っていることを説明する書類

【法人の場合】

・直近の確定申告書別表一及び法人事業概況説

明書の控え

【個人事業主の場合】

・直近の確定申告書第一表及び所得税青色申告

決算書の控え

7 建物の新築が必要であることを説明する書類 ・新築の必要性に関する説明書

8 市場拡大要件を満たすことを説明する書類
・市場拡大要件を満たすことの説明

書
〇 × × × ×

9 給与総額増加要件を満たすことを説明する書類
・賃金引上げ計画の誓約書

・賃金台帳の写し
〇 〇 × × ×

10 補助率引上要件を満たすことを説明する書類
・大規模な賃上げに取り組むための

計画書
× × ×

11 市場縮小要件を満たすことを説明する書類
・市場縮小要件を満たすことの説明

書
× × 〇 × ×

12 廃業費を計上することの妥当性を説明する書類 ・廃業計画書 × ×
△（廃業費を計

上する場合）
× ×

13
2021年1月以降の売上高（又は付加価値額）が2019～2021年

に比べて減少したことを示す書類
※公募要領別添1参照 × × × 〇

△（再生事業者

以外）

14 事業場内最低賃金を示す書類
・最低賃金確認書

・賃金台帳の写し
× × × 〇 ×

15
研究開発・技術開発計画書　又は

人材育成計画書

・研究開発計画・技術開発計画書

・人材育成計画書

※いずれか選択

× 〇 × × ×

16

中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受け

ており、応募申請時において以下のいずれかに該当することを証明する書

類

（１）再生計画等を「策定中」の者

（２）再生計画等を「策定済」かつ公募終了日から遡って３年以内に再生

計画等が成立等した者

・中小企業活性化協議会（旧：中小

企業再生支援協議会）等による確認

書

× × × ×
△

（再生事業者）

17 卒業要件を満たすことを説明する書類 ・卒業計画書 × × ×

18 賃金引上要件と従業員増員要件を満たすことを説明する書類

・大規模賃上げ及び従業員増加計画

書

・賃上げ表明書

・賃金台帳の写し

× × ×

19 別事業要件及び能力評価要件の説明書
・別事業要件及び能力評価要件の説

明書
× × ×

20 リース料軽減計算書
・（公社）リース事業協会が確認し

た「リース料軽減計画書」

21 リース会社が適切にリース取引を行うことについての宣誓書 ・リース取引に係る宣誓書

22 連携の必要性を示す書類 ・連携の必要性を示す書類

23
連携体の構成員それぞれが事業再構築要件を満たすことを説

明する書類

・連携体各者の事業再構築要件につ

いての説明書

24 組合特例の要件を満たしていることの確認書 ・組合特例に関する確認書

25

【加点①】

2021年1月以降のいずれかの月の売上高が対2019～2021年の同月比で30％以上減

少していること（又は、2022年1月以降のいずれかの月の付加価値額が対2019～

2021年同月比で45％以上減少していること）を示す書類

【加点②】

13に記載する書類

【加点①】・公募要領別添1参照

【加点②】

・中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援

協議会）等による確認書

△

（補助率引上げを受ける場合）

△（卒業促進枠に申請する場合）

△（大規模賃金引上促進枠に申請

する場合）

△

（第1回～第9回公募で採択されている

事業者の場合）

〇

〇

〇

〇

△（建物の新築に係る経費を補助対象経費として計上している場合）

添　付　書　類

事　業　類　型

〇

〇※複数の事業者が連携して事業に取り組む場合は任意

△（3000万超の場合）

△（加点を希望する場合）

※物価高騰対策・回復再生応援枠に17の書類をもって申請する事業者は

加点②として別途提出する必要はございません。

△（リース会社と共同申請する場合）

△（リース会社と共同申請する場合）

△（複数の事業者が連携して取り組む事業における、代表申請者である場合）

△（複数の事業者が連携して取り組む事業における、連携体の構成員である場合）

△（組合特例を用いる場合）


